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2011 年 11 月 

 

地域金融機関向け農林漁業成長産業化地域ファンド（仮称）勉強会開催のご案内 
 
  錦秋の候、皆様におかれましては益々ご健勝のこととお慶び申し上げます。平素は格別のお引き立てを

賜り、厚く御礼申し上げます。  

さて、農業の分野では、大震災被災地の復興に向けた新しい取り組みや農業の「産業化」に向けての

様々な取り組みが立ち上がってきております。農林水産省では、攻めの農業の目玉政策として、来年度に

「農林漁業成長産業化ファンド」（仮称）の創設を予定しています。 

この官民共同のファンドは、農林漁業者等による農林水産物の加工・販売、農山漁村の環境・資源を活

かした観光・商品化、小水力発電等への取組みによって、農林漁業を成長産業化させるため、成長資本の

提供と併せてハンズオン（経営支援）の充実を一体的に実施するものです。初年度となる来年度は、新設さ

れる機構の220億円の原資を基に、全国で20億円規模の地域ファンド（県域単位、テーマごと）を20ファンド

（規模、数とも未定）創設することをめざしています。詳細なスキーム、内容は、今後農林水産省、国会等で

検討、審議されることとなります。 

こうした背景を踏まえ、野村アグリプランニング＆アドバイザリー（株）では、農林水産省の協力を頂き、地

域金融機関の皆さまを対象に「農林漁業成長産業化地域ファンド（仮称）勉強会」を開催することとしました。

勉強会では、農林水産省によるファンドに関する現在の検討状況の情報提供、ファンド専門家からの講義

なども盛り込みながら、地域ファンドに関する皆さまの理解の促進、情報共有化を図ることとしています。 

参加ご希望の場合は、FAXに必要事項を記載頂き、弊社担当者まで送付下さい。定員になり次第締め切

らせていただきますので、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

 

野村アグリプランニング＆アドバイザリー（株） 

取締役社長 西澤 隆 

記  

 

農林漁業成長産業化地域ファンド（仮称）勉強会 

日程 ： 平成23年11月～平成24年5月、概ね月1回の開催を予定、6回程度 

開催場所：東京 大手町、霞ヶ関周辺 

対象 ： 地域金融機関 

定員 ： 30社 

参加費：2万円（但し、2名参加の場合は3万円）（全回数） 

主催 ： 野村アグリプランニング＆アドバイザリー（株） 

協力 ： 農林水産省 

事務局： 野村アグリプランニング＆アドバイザリー（株）伊地知・石井 

（TEL: 03-3281-0780、FAX: 03-3281-0789、E-mail: ijichi-0789@jp.nomura.com）
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第 1 回農林漁業成長産業化地域ファンド勉強会議事次第（案） 

 

日時 平成 23 年 11 月 29 日（火） 15:00～17:00 

場所 都道府県会館 401 号会議室（千代田区平河町 2-6-3） 

 

次第案 

１．開会       15:00～15:02 

 

２．「農林漁業成長産業化ファンド（案）の概要」          15:02～15:45 

農林水産省食料産業局ファンド企画室 ファンド企画官 岸 憲正 

         

３．質疑応答      15:45～16:15 

 

４．「アグリビジネスファンド運営の要諦」（仮称）   16:15～16:45 

  講師 未定 

 

５．質疑応答      16:45～16:55 

 

６．勉強会の今後の進め方                     16:55～17:00 

（敬称略） 

 

今後の日程 

第 2 回 1 月上旬、第 3 回 2 月上旬、第 4 回 3 月上旬、第 5 回 4 月上旬、第 6 回 5 月上旬 

＊第 2 回以降も基本的には農水省の検討状況のアップデート、ファンド専門家の講義の形式で進めます。 

 

都道府県会館のご案内 
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農林漁業者等による農林水産物の加工・販売、農山漁村の環境・資源を活かした観光・商品化、小水力発電等への取組によって、
農林漁業を成長産業化させるため、官民共同のファンドを創設し、成長資本の提供と併せてハンズオン（経営支援）の充実を一体的
に実施。
これにより、６次産業の市場規模を現行（１兆円）から５年間で３兆円に拡大し、10年後には10兆円規模を目指す。

（自己資本比率） 農林業：9.8%、 食料品：39.7%、 全産業34.5%
（借入金依存度） 農林業：62.3%、 食料品：32.2%、全産業36.6%

背景及び課題

(１）農林漁業の高付加価値化
②6次産業化に取り組む農業法人等は、資金需要が大きくなるとともに

対外的な信用力の確保が必要となることから、資本力増強のための
ファンド による支援を行うとともに、ファンド組成にあたっての課題解
決方策を検討する。

官民ファンドによる成長資本の提供とハンズオンの一体的実施

農林漁業者が自らの産品の価値を消費段
階まで確実に届けるためのバリューチェーン
（付加価値を繋いでいく仕組）を形成。

このため、必要なノウハウ・販路等を有す
る他産業との戦略的連携構築に向けた支援
体制を整備。

農林漁業者が他産業と対等の立場で事
業展開する６次産業化事業者（合弁会社）
を全国に集中的に創出。このため、必要な
成長資本を供給する官民ファンドを創設。

成長資本供給

ファンドによる支援スキーム

＜参考２＞

＜参考３＞【我が国の食と農林漁業の再生のための中間提言（抜粋）】

○ しかしながら、他産業とのマッチングコストの
大きさや、農林漁業者の過小資本性等がネック
になり、他産業と対等の立場での農林漁業者に
よる事業展開は難しく、６次産業の持つポテン
シャルを十分に活かせていない。

○ 農山漁村は、様々な地域資源（バイオマス、
水等）の宝庫であり、今後の経済成長へ向けた
我が国の最大の強み。

更に、地域資源の活用は東日本大震災や原
発事故等からの復興の決め手となりうる。

○ １次産業の生産額は10兆円規模だが、関連
産業では100兆円規模。

日本経済の成長を牽引する６次産業化のポテ
ンシャルは絶大。

＜参考１＞ 国内生産額

ハンズオン充実

施策の方向性

１次産業 12兆円、２次産業(関連製造業) 41兆円、
３次産業(流通・飲食業) 47兆円

農林漁業成長産業化ファンド（仮称）の創設について

支援対象

一体的

国

６次産業化プランナー

ボランタリー・プランナー

農林漁業成長産業化
ファンド（仮称）

連携
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支援先事業の発展のイメージ

序盤では、経営基盤を確立するための中核となる６次産業事業体を育成し、中盤以降、他産業との連携によっ
て新たな事業の創出を誘発するように、経営・金融等包括的な支援を実施していく。

フード事業

コスメ・
ヘルスケア

事業

ホスピタリティ
事業

1億円

3億円

2億円

1億円
7億円

15億円

8億円

• 農園レストラン事業を開始

• 市街地にレストラン2号店・3号店を展開

• レストラン1号店に宿泊施設を増設し、オーベルジュ事業に発展

• 観光農園、ミュージアムを設置し、観光事業を強化

0.4億円 • オリーブ生産・販売開始（4ha）

0.4億円 • オリーブオイル生産・販売開始（約8,000kg・最終製品ベース）

0.3億円 • 化粧用オリーブオイル生産開始（約2,000kg・最終製品ベース）

• 通販開始、オリーブ及び加工品生産規模拡大2億円

2億円 • 通販開始、生産量拡大

12.7億円

• コスメ・ヘルスケア企業との連携

6.6億円

• 食品メーカー・流通企業と連携

売上高

事業概要のポイント

事業の
成長段階

及び
必要な

支援・連携

生産面

製造面

販売面

経営・金融面

• 自社生産部門で4ha生産

• 自社流の生産・加工段階

• 市場及び系統（ＪＡ）へ出荷

• 公庫資金中心

• オリーブ、及び加工食品
の生産開始

• 自社生産部門の規模を
20ha程度に拡大

• 地元メーカーとの提携し、
HACCP等導入

• 地元スーパーとの契約販売体制

• 民間金融機関から短期資金調達
• 部門会計の導入

• 加工食品の直売・通販開始
• 高付加価値商品の製造・

販売開始

• 周辺の生産者と連携し、生産規模を急拡大（自社20ha、連携生産80ha）

• ナショナルブランドのメーカーとの共同で研究開発・商品化

• 全国チェーンの流通企業と契約販売体制
• 宿泊・観光分野での旅行会社等との提携

• 民間金融機関からの長期資金調達
• 事業部門ごとの分社化

• 生産規模拡大のため、周辺生産者と連携
• 販売規模拡大のため、メーカー、流通等他産業と連携

６次産業化支援施策
赤字：機構・ファンドによる支援

青字：その他の支援施策

• ６次産業化プランナーによる
フード事業プランの提案

• ６次産業化プランナーによる
他分野事業プランの提案

• 補助事業を活用した研究開発
• 設備投資のための追加出資

• 補助事業を活用した量産化の実証実験
• 他産業事業者との業務提携の仲介
• 設備投資のための追加出資

【当初想定生産者】
（株）○○オリーブ

（生産農産物）
• オリーブ
（生産面積・量）
• 4ha
• 40,000kg
（単価・売上）
• 1,000円/kg
• 4,000万円
（雇用）
• 基幹従業員 4人
• 補助従業員 4人

事業規模（売上高/資産/従業員） 数千万円/数千万円/10人～20人 1～10億円/1～5億円/20人～100人 10～30億円/5～20億円/数百人

9.6億円

• 事業規模拡大に伴い周辺生産者と連携（約100ha）
生産部門
（生産者）

他産業との戦略的連携の効果発現６次産業化事業体の確立６次産業化事業の立ち上げ
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農林漁業成長産業化地域ファンド（仮称）勉強会参加申込書 

 

 参加希望の方は、下記事項に記入の上、平成 23 年 11 月 22 日（火）までに、弊社まで FAX で申し込

みください。FAX 受領後、受付確認のメールを送付させて頂きます。 

なお、各回の勉強会の参加は、会場の関係から 1 社 2 名までとさせて頂きます。先着順で受け付けさ

せて頂きます。なお、第 1 回勉強会は 11 月 29 日（火）15 時～17 時に開催します。申込後に会費支払

請求書を送付させて頂きます。 

 

金融機関名称  

住所  

所属  

氏名  代表参加者 

連絡先 
TEL           FAX 

e-mail 

所属  

氏名  その他参加者 

連絡先 
TEL           FAX 

e-mail 

 

事務局： 野村アグリプランニング＆アドバイザリー（株）伊地知・石井 

（TEL: 03-3281-0780、FAX: 03-3281-0789、E-mail: ijichi-0789@jp.nomura.com） 

  

 

FAX to 03-3281-0789 


